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令和７年度 山形県ＮＰＯ活動促進補助金交付要綱 

（目的及び交付） 

第１条 知事は、山形県社会貢献活動促進基金を活用し、県内におけるＮＰＯ（特定非営利活動

促進法（平成 10 年法律第７号）第２条第１項に規定する特定非営利活動を行うことを主たる

目的とする団体をいう。以下同じ。）の活動の促進を図るため、山形県社会貢献活動促進基金

実施要領（平成 20年４月１日付け県文第 18号制定。以下「実施要領」という。）第 17条に規

定する助成対象団体（以下、「対象団体」という。）が実施要領第 16 条第１項に規定する助成

対象事業（以下「補助事業」という。）を実施する場合において、山形県補助金等の適正化に関

する規則（昭和 35年８月県規則第 59号。以下「規則」という。）、山形県社会貢献活動促進基

金実施要綱（平成 20 年４月１日付け県文第 17 号通知。以下「実施要綱」という。）及びこの

要綱の定めるところにより、予算の範囲内で対象団体に対し補助金を交付する。 

 

（補助事業の実施期間） 

第２条 補助事業の実施期間は、補助事業に採択された日から次に掲げる日までとする。 

(1) 団体支援助成事業にあっては、令和８年３月末日 

(2) 協働助成事業にあっては、令和８年２月末日 

 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、別表の左欄に掲げる補

助事業の区分ごとに、同表の中欄に掲げる経費とする。 

２ 補助金の額は、１対象団体あたり 1,000万円を上限として、補助対象経費につき、山形県Ｎ

ＰＯ推進委員会又はこれに準ずる審査委員会の審査を経て知事が別に定める額とする。 

 

（交付の申請） 

第４条 規則第５条の規定による補助金交付申請書（規則別記様式第１号）の提出期限は、知事

が別に定める日とし、添付すべき書類は、次のとおりとする。ただし、第２条第１号の事業に

係る交付申請においては、第３号から第５号までの書類の添付を省略することができる。 

  (1) 事業計画書（別記様式第１号） 

 (2) 収支予算書（別記様式第２号） 

 (3) 事業年度の役員名簿 

 (4) 事業年度の団体の事業計画書及び収支計算書 

 (5) 備品費、修繕費等の見積書 

 (6) その他知事が必要と認める書類 

 

（交付の決定） 

第５条 知事は、補助金の交付を決定しようとするときは、あらかじめ山形県ＮＰＯ推進委員会

又はそれに準ずる審査委員会に諮るものとする。なお、第２条第１号の交付決定においては、

実施要綱第 10条の規定に基づき、寄附者の希望を考慮して決定を行うものとする。 

 

（交付の条件） 

第６条 規則第７条第１項第１号のイに規定する軽微な変更は、支出の部の区分ごとの金額が、
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交付決定時の総事業費の３割を超えない範囲の増減額とする。ただし、委託費と備品購入費に

ついては、区分の追加を除く。 

２ 規則第７条第１項第１号のロに規定する軽微な変更は、補助事業の遂行に影響しない程度の

事業計画の細部の変更とする。 

３ 規則第７条第１項第１号の規定により知事の承認を受けようとするときは、補助事業計画変

更承認申請書（別記様式第３号）を知事に提出しなければならない。 

４ 補助事業が施設等を整備するものである場合、規則第７条第２項の規定により付する条件は、

次のとおりとする。 

(1) 補助事業を遂行するために行う契約については、原則として競争入札により契約の相手方

及び契約金額を決定しなければならない。ただし、競争入札に適しないと認められる合理的

な理由があると知事が認めた場合はこの限りではない。 

(2) 前項ただし書の規定により、競争入札によらずに契約の相手方及び契約金額を決定する場

合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

(3) 事業を目的として締結するいかなる契約においても、契約の相手方が一括して第三者に請

け負わせることを承諾してはならない。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第７条 規則第７条第１項第１号の規定により、補助事業の中止又は廃止について知事の承認を

受けようとするときは、その理由を記載した補助事業中止（廃止）承認申請書（別記様式第４

号）を知事に提出しなければならない。 

 

（補助事業が予定期間内に完了しない場合等の報告） 

第８条 補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は補助事業の

遂行が困難となった場合は、規則第７条第１項第２号の規定により、その理由を記載した補助

事業遂行状況報告書（別記様式第５号）を知事に提出し指示を受けなければならない。 

 

（補助事業等状況報告） 

第９条 規則第 12 条の規定による補助事業等状況報告書は、令和７年９月末日までの状況につ

いて、補助事業実施状況調書（別記様式第６号）を令和７年 10月 15日までに提出するものと

する。ただし、交付決定の日から令和７年９月末日までの期間が１月に満たない場合、または

補助事業が９月末日までに完了した場合はこの限りではない。 

 

（実績報告） 

第 10 条 規則第 14 条の規定による補助事業実績報告書（規則別記様式第２号）の提出期限は、

補助事業が完了した日から 15 日を経過する日又は協働助成事業については令和８年３月 13

日、団体支援助成事業については令和８年４月 10 日のいずれか早い日とし、添付すべき書類

は、次のとおりとする。 

 (1) 事業実績書（別記様式第１号） 

(2) 収支精算書（別記様式第２号） 

(3) 支出に関する証拠書類 

 (4) その他知事が必要と認める書類 



 - 3 - 

２ 補助事業者は、前項の実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除

税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和 63

年法律第 108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に

地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に

補助率を乗じて得た額をいう。以下同じ。）が明らかである場合は、これを補助金額から減額

して報告しなければならない。 

３ 補助事業者は、第１項の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告に

より当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により

減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額報

告書（別記様式第９号）により速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこ

れを返還しなければならない。 

 

（補助金の支払） 

第 11 条 補助金は、交付すべき補助金の額が確定した後に支払うものとする。ただし、知事が

必要と認めるときは、補助金の交付の決定の後に、概算払をすることがある。 

２ 補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、補助金概算払請求書（別記様式第

７号）に資金計画を添付して、知事に提出しなければならない。 

３ 前項による請求は、前項に掲げる書類を電子ファイル化したもの（容易に編集できない様式

に限る）を添付して送付する方法によりすることができる。 

 

（財産の管理） 

第 12 条 補助事業者は、補助事業によって取得し、又は効用を増加させた財産について、補助

事業の完了後も、取得財産等管理台帳を備え、その保管状況を明らかにし、善良な管理者の注

意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければな

らない。 

 

（関係書類の保管） 

第 13 条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出の帳簿及び証拠書類を整備し、補助事業

の終了の年度の翌年度から５年間保管しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第 14条 規則第 22条第１項第２号及び第３号に規定する知事が指定する財産は、この補助金に

より取得した財産のうち取得価格又は効用の増加額が１件５万円以上の機械、器具等とする。 

２ 補助事業者が規則第 22 条の規定により知事の承認を受けようとするときは、財産処分等承

認申請書（別記様式第８号）に必要書類を添付して知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、前項の承認をする場合、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を県に納付

させることができるものとする。 

４ 規則第 22 条ただし書きの規定により知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数に関す

る省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）に定める耐用年数を経過するまでの期間とする。 
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（その他） 

第 15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表 

事業区分 １ 団体支援助成事業 ２ 協働助成事業 

（一般型） 

３ 協働助成事業 

（テーマ希望型） 

実施期間 採択日から 

令和8年3月末日まで 

採択日から 

令和8年2月末日まで 

採択日から 

令和8年2月末日まで 

補助対象 

経費 

事業に直接要する次の経費 

・講師等に係る謝金（ただし、 

一人あたり 10万円以内） 

・旅費（職員の交通費、外部講師

等の交通費・宿泊費） 

・印刷製本費（パンフレット、チ

ラシ、各種の資料等の印刷費） 

・消耗品及び材料購入費（単価５

万円（税込）未満のもの。備品

の付属的部品についてはこの

限りではない。） 

・通信運搬費（郵送料等） 

・保険料 

・使用料（会場等賃借料、リース

及びレンタル料） 

・人件費（事業に従事した分の職

員の給料手当、臨時職員賃金、

社会保険料等。ただし、補助金

額の３割以内。なお、主たる事

業内容が相談、調査等で特に人

的資源を要すると認められる

場合は６割以内） 

・委託費（ただし、補助金額の２

割以内） 

・備品購入費（購入価額５万円

（税込）以上の物品。補助金額

の２割以内） 

・その他知事が必要と認める経 

 費 

事業に直接要する次の経費 

・講師等に係る謝金（ただし、 

一人あたり 10万円以内） 

・旅費（職員の交通費、外部講師

等の交通費・宿泊費） 

・印刷製本費（パンフレット、チ

ラシ、各種の資料等の印刷費） 

・消耗品及び材料購入費（単価５

万円（税込）未満のもの。） 

・通信運搬費（郵送料等） 

・保険料 

・使用料（会場等賃借料、リース

及びレンタル料） 

・人件費（事業に従事した分の職

員の給料手当、臨時職員賃金、

社会保険料等。ただし、補助金

額の３割以内。なお、主たる事

業内容が相談、調査等で特に人

的資源を要すると認められる

場合は６割以内） 

・委託費（ただし、補助金額の２

割以内） 

・その他知事が必要と認める経 

 費 

事業に直接要する次の経費 

・講師等に係る謝金（ただし、 

一人あたり 10万円以内） 

・旅費（職員の交通費、外部講師

等の交通費・宿泊費） 

・印刷製本費（パンフレット、チ

ラシ、各種の資料等の印刷費） 

・消耗品及び材料購入費（単価５

万円（税込）未満のもの。備品

の付属的部品についてはこの

限りではない。） 

・通信運搬費（郵送料等） 

・保険料 

・使用料（会場等賃借料、リ 

ース及びレンタル料） 

・人件費（事業に従事した分の職

員の給料手当、臨時職員賃金、

社会保険料等。ただし、補助金

額の３割以内。なお、主たる事

業内容が相談、調査等で特に人

的資源を要すると認められる

場合は６割以内） 

・委託費（ただし、補助金額の２

割以内） 

・備品購入費（単価５万円（税込）

以上の物品。ただし、募集要項

で補助対象経費としているも

のに限る。） 

・修繕費（ただし、募集要項で補

助対象経費としているものに

限る。） 

・その他知事が必要と認める経 

 費 

補助金の額 山形県ＮＰＯ推進委員会又はそ

れに準ずる審査委員会で審査し

た以内の額 

同左 同左 


